
 

本報道発表文は、当社の自己株式の取得に係る事項の決定に際して一般に公表するための記者発表文であり、日本国内外問わず一切

の投資勧誘又はそれに類する行為を目的として作成されたものではありません。 

また、本報道発表文は、米国を含むあらゆる地域における当社の転換社債型新株予約権付社債の募集を構成するものではありません。

米国1933年証券法に基づいて同社債の登録を行うか又は登録の免除を受ける場合を除き、米国において又は米国人（米国証券法に基

づくレギュレーションSにおける定義によります。）に対し、米国人のために若しくは米国人の計算で同社債の募集又は販売を行う

ことはできません。 

米国において証券の募集又は販売が行われる場合には、米国1933年証券法に基づいて作成される英文目論見書が用いられます。なお、

本件においては米国における同社債の募集又は販売は行われません。 
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問合せ先 専 務 取 締 役  門 田  康 
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自己株式取得に係る事項の決定に関するお知らせ 

（会社法第 459 条第１項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取得） 

 

当社は、2018年２月28日付の取締役会において、会社法第459条第１項の規定による当社定款及び会社法第

156条弟１項に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいた

します。 

 

記 

 

１. 自己株式の取得を行う理由 

株主還元の充実及び資本効率の向上を図るとともに、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂

行するため。 

 

２. 取得に係る事項の内容 

(１) 取得対象株式の種類  当社普通株式 

(２) 取得しうる株式の総数 175万株（上限） 

    （発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合1.16％） 

(３) 株式の取得価額の総額 50億円（上限） 

(４) 取得期間   2018年３月１日～2018年３月31日 

(５) 取得方法   株式会社東京証券取引所における市場買付け 

（注）市場動向等により一部又は全部の注文の執行が行われない場合があります。 

 

（ご参考） 

１. 当社は、2018年２月28日付の取締役会において2021年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債

の発行を決議しております。かかる調達資金のうち50億円は、上記の自己株式取得資金に充当され

る予定です。なお、自己株式の取得が上記新株予約権付社債の払込期日以前に行われる場合、当該

自己株式取得のために取り崩した手元資金に充当することを予定しております。 

詳細は、本日付「2021年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債の発行に関するお知らせ」を

ご参照ください。 

２. 2018年１月31日時点の自己株式の保有状況 

発行済株式総数（自己株式を除く） 150,220,148株 
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自己株式数 2,731,052株 

※ただし、株式給付信託J-ESOPが保有している21,310株は自己株式から除いています。 

 

以 上 


